
011年3月11日、日本で起こっ
たマグニチュード9. 0の大地震

は、世界中に衝撃を与えました。誰
もが実感した自然災害の脅威―。し
かし時が経つにつれて、私たちの目
に飛び込んできたのは、戦後最大と
もいわれる国難に立ち向かう日本人
の“強さ”でした。その姿は開発途上
国の人々にも力を与え、彼ら自身
も、これまで自分たちを助けてくれ
た日本に恩返しをしたいとさまざま

な形で支援を贈っています。
　世界銀行はこれを機に「防災」を
最優先課題の一つに掲げ、日本とと
もに災害リスク軽減のためのアジェ
ンダの作成に着手しました。私たち
は、東日本大震災の経験に学ばな
ければなりません。この分野でリー
ダーシップを発揮できるのは日本し
かいないのです。
　世界的な食料・エネルギー価格の
高騰を受けて、世界経済の先行きは

実に不安定です。さらに、ミレニアム
開発目標（MDGs）の達成期限も迫
っています。現状を脱し、よりよい
社会をつくるためには、長年にわた
り政府開発援助（ODA）を通じて多
大な貢献を果たしてきた日本の力が
必要です。世界銀行としても、最も
信頼できるパートナーである日本と
の連携を強化しながら、これからも
地球規模の課題の解決に取り組ん
でいきたいと思っています。

年のASE AN（東南アジア諸
国連合）各国の経済発展は

目覚ましく、毎年の経済成長率は平
均で7～8％を記録しています。この
ASEANの成長にJ I C Aが果たしてき
た役割は大きいと思います。経済発
展に最も大切なのは“人づくり”。イ
ンフラだけが建設されても、それを
維持管理する人材がいなければ持
続的な開発にはつながりません。
J I C Aが得意とする技術移転や研修
などを通じた人材育成により、ASE
AN各国は成長するための基礎を築

くことができたのです。
　そして今、ASEANと日本の関係は
変わろうとしています。これまでは
援助国と被援助国という一方通行
の関係でした。しかし今後A S E A N
は、日本にとって“経済パートナー”
となることができます。ASEANは日
本から地理的に近く、これまでの長
年の経験で日本のビジネススタイル
に慣れており、さらに地域全体で6
億人ものマーケットがあるのです。
日本が経済を立て直すためにも、
ASEANは戦略的に重要な地域とい

えるでしょう。
　現在、ASE ANは域内の連結性を
高めるため、JICAの支援も受けなが
ら道路や橋といったインフラ整備に
加え、関税手続きの簡素化などを進
めています。ASEAN地域が物理的、
人的、制度的にこれまで以上に連結
することで、ヒトやモノの移動がス
ムーズになり貿易が促進されれば、
日本も大きなメリットを得ることが
できます。日本とASE ANが“経済パ
ートナー”として相乗効果を生む関
係になるよう期待しています。

米国イリノイ大学院で博士号取得。インド
ネシア大学教授、国際通貨基金専務理
事、インドネシア国家開発計画庁大臣、イ
ンドネシア財務大臣などを歴任。2010年
より現職。

米国ハーバード大学院で博士号取得。タ
イ・タマサート大学で講師を約10年務めた
後、1986年に下院議員に初当選。タイ外務
大臣などを歴任し、2008年より現職。

profile

A
S
E
A
N
（
東
南
ア
ジ
ア
諸
国
連
合
）

ス
リ
ン
・
ピ
ッ
ス
ワ
ン
事
務
総
長

日
本
と
共
に
発
展
す
る

パ
ー
ト
ナ
ー
に

東
日
本
大
震
災
の

経
験
を
世
界
に

profile

近

2

世
界
銀
行

ス
リ
・
ム
ル
ヤ
ニ
・
イ
ン
ド
ラ
ワ
テ
ィ
専
務
理
事

特別号  December 2011   0302　   　　　        特別号  December 2011




